
平成22年度事務事業評価表（平成2１年度振り返り）

政策名 07

所管課係名

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋②

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

9,215 293 100

（ 人 ） （ 日 ） （ ％ ） ■ あり □ なし アウトソーシング

平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

9,432 293 100

（ 人 ） （ 日 ） （ ％ ）

平成19年度 平成19年度 平成19年度 平成19年度 平成19年度 平成19年度

9,474 295 100

（ 人 ） （ 日 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

18,457 10 30,094

（ 人 ） （ 園 ） （ 人 ） ■ あり □ なし 現状維持

平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

18,727 10 32,343

（ 人 ） （ 園 ） （ 人 ）

平成19年度 平成19年度 平成19年度 平成19年度 平成19年度 平成19年度

18,617 10

（ 人 ） （ 園 ） （ 人 ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

9,215 293 未把握

（ 人 ） （ 日 ） （ ％ ） ■ あり □ なし アウトソーシング

平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

9,432 293 92.5

（ 人 ） （ 日 ） （ ％ ）

平成19年度 平成19年度 平成19年度 平成19年度 平成19年度 平成19年度

9,474 295 92.5

（ 人 ） （ 日 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

10 5 50

（ 園 ） （ 件 ） （ ％ ） ■ あり □ なし アウトソーシング

平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

10 4 50

（ 園 ） （ 件 ） （ ％ ）

平成19年度 平成19年度 平成19年度 平成19年度 平成19年度 平成19年度

10 4 50

（ 園 ） （ 件 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

890 13 0

（ 人 ） （ 回 ） （ 件 ） □ あり ■ なし 現状維持

平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

809 13 0

（ 人 ） （ 回 ） （ 件 ）

平成19年度 平成19年度 平成19年度 平成19年度 平成19年度 平成19年度

750 13 2

（ 人 ） （ 回 ） （ 件 ）

子どもがのびのび心豊かに育つまち 施策番号・名 就労している保護者への子育て支援 基本事業番号・名 07-01 認可保育所の運営

23,935

意図 保育の実施が適正になされる。
169 23,664 23,833

決定に対する異議
申し立て件数

保育課　渋谷千春

保育園入所事務

手段
保護者から希望保育園の入所申し込みを
受けて、申請書、添付書類等を審査して
保育に欠ける要件を精査する。

改善の余地 23年度以降に向けた方向性

児童福祉法による現行制度のもと、コスト
は維持しつつ入所事務の効率化を図った。引
き続き効率化を図っていく。

入所申し込み件数が前年度比１０％増である
ことに加え、就労をめぐる環境や家庭状況の多
様化により、入所相談や申請後の希望先変更、
内定後の取り下げなど、窓口対応にかかる事務
が複雑化、長期化する傾向にある。国際化や多
様なニーズに対応していくため、効率的な事務
処理を進めていく必要がある。

204 23,731

選択項目 説明（選択理由） 選択項目 説明（選択理由）

153 22,707 22,860
22年度以降に向けた方向性 現状維持 所管課長名：

07-01-05

保育課
管理係

対象 認可保育所(公立・市立）

入所児童申し込み
数

入所会議実施回数

49,844

意図
園児の保育の実施に際して安心・快適な
ものとなる。 32,907 740 33,647

整備工事の年度内
対応割合＝整備工
事施工数／計画件
数

保育課　渋谷千春

公立保育園施設整備事
業

手段
公立保育園施設整備計画により、園底整
備・内外壁・床・給排水・各種設備等の
改修・補修工事を実施する。

改善の余地 23年度以降に向けた方向性

公立保育園の施設整備に要する費用は、施
設の経年劣化により増加の一途をたどってい
るが、予算配分上、整備計画どおりには実施
できず、翌年度以降に延期している状況が続
いている。大規模な整備工事を実施する目途
が立たない財政状況の中では、施設更新を機
に民営化を進めていく方法によらざるをえな
い。

平成21年度までは、計画件数の50％の整備工
事に対応してきたところだが、平成22年度予算
においては、20％にしか対応できない見込みと
なっている。今後においては、大規模な整備工
事にとどまらず、施設の改修、補修に要する予
算についても削減されることが予想されるた
め、施設の更新時に民営化していくことで、適
正な保育環境を維持していく。

49,102 742

選択項目 説明（選択理由） 選択項目 説明（選択理由）

40,537 969 41,506
22年度以降に向けた方向性 アウトソーシング 所管課長名：

07-01-04

保育課
管理係

対象 市立保育園施設

公立保育園数 整備工事等実施数

240,227

意図 正しい食習慣や食事態度を身につける。
96,261 137,227 233,488

保育園を利用して
いる保護者の給食
に対する満足度

保育課　渋谷千春

公立保育園給食事業

手段
園児に対して、栄養士が作成した献立に
基づき、調理員が調理した昼食及びおや
つを提供する。

改善の余地 23年度以降に向けた方向性

平成22年4月に開設した上の原さくら保育
園では、3か所目の公設民営園として、給食
調理業務についても運営事業者が受託するこ
ととなった。

公立保育園給食調理業務の民間委託は、みな
み保育園、はちまん保育園の2園において平成17
年度中に開始している。今後については、職員
の配置基準等を鑑みながら、民間委託の可能性
を検討していく。

102,611 137,616

選択項目 説明（選択理由） 選択項目 説明（選択理由）

100,049 166,329 266,378
22年度以降に向けた方向性 アウトソーシング 所管課長名：

07-01-03

保育課
保育係

対象 公立保育園児

公立保育園8園の
延べ入園児数（受
託児童を含む）

給食実施日数

10,971

意図
保育園終了後に別の保育施設に子どもを
預ける二重保育を必要としなくなる。 10,441 532 10,973

延長保育を利用し
た延べ児童数

保育課　渋谷千春

延長保育事業

手段

公立保育園8園のうち5園で7:00～7:30ま
での30分間延長（利用料免除）
3園で、18:00～19:00まで1時間の延長保
育を実施。利用料は（2,500円／月）と
スポット利用（500円／回）

改善の余地 23年度以降に向けた方向性

平成22年4月に開設した上の原さくら保育園
にて、20時までの延長保育の実施。平成22年
6月に東久留米駅施設に開設をした私立保育
園（Ｎｉｃｏｔ東久留米）でも20時までの延
長保育を実施。
22年3月に策定した東久留米市次世代育成支
援行動計画（後期）においても、延長保育事
業の拡大を図っていくこととしている。

延長保育の充実について、次世代育成支援行動
計画（後期）の中では26年度までに全園での実
施を目標としている。しかしながら、公立保育
園での事業開始や充実は人件費の増加を伴うも
のであるため、現在の財政状況では直ちに取り
組めるものではない。したがって今後において
も、公立保育園の民営化を機に、延長保育をは
じめとする保育サービスの充実に取り組んでい
く。

10,439 532

選択項目 説明（選択理由） 選択項目 説明（選択理由）

8,983 908 9,891
22年度以降に向けた方向性 現状維持 所管課長名：

07-01-02

保育課
保育係

対象 保育園に入所している児童とその保護者

市内認可保育園の
入所児数

延長保育を実施し
た保育園数（公立3
園、公設民営2園、
私立5園）

1,298,822

意図 適正な環境で保育される。
290,057 1,007,939 1,297,996

保育指針の達成度
（心身ともに健や
かに育っていると
考えている保護者
／保護者）

保育課　渋谷千春

公立保育園運営事業

手段

保育園で園児を保育する。毎月、園児の
健康管理のため身体測定や0歳児検診を
実施するとともに、誕生会や運動会、遠
足など季節ごとに様々な行事を実施して
いる。

改善の余地 23年度以降に向けた方向性

市立保育園の民営化実施計画（改定版）に基づ
き、3か所目の公設民営園の開設に向けて施設建設等
を行い、平成22年4月1日に「上の原さくら保育園」
を開設した。民営化対象の上の原保育園では、1歳児
～4歳児の32名が新園に転所し、平成22年度は5歳児
のみが在園することとなった。22年度末に在園児が
卒園するため、上の原保育園の廃止時期を早めるた
め条例改正を行う。みなみ保育園保護者への説明会
は実施できなかった。

22年3月策定の次世代育成支援行動計画(後期)で
は、22年度～26年度の計画期間中、市立保育園2
園の民営化を実施することを目標に掲げてい
る。22年度の上の原さくら保育園開所、23年度
の上の原保育園廃止に続き、みなみ保育園の民
営化に向けて、23年度中には事業者の公募を開
始していく必要がある。早急に事業者の選定方
法をはじめとする民営化のガイドラインをまと
め、保護者への説明を実施していく。

288,021 1,010,801

選択項目 説明（選択理由） 選択項目 説明（選択理由）

265,920 980,942 1,246,862
22年度以降に向けた方向性 アウトソーシング 所管課長名：

07-01-01

保育課
保育係

対象 公立保育園児

公立保育園8園の
延べ入園児数（受
託児童を含む）

保育園開園日数

人件費
（理論値）

トータル
コスト

改革・改善の余地
（目的妥当性･効率性･有効性･公平性から）

改革・改善の余地を踏まえた
平成23年度以降に向けた事務事業の方向性

（所管課長記入欄）事務事業名
指標 指標 指標

事務事業
番号

事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）

事業費
（実績額）

東久留米市



平成22年度事務事業評価表（平成2１年度振り返り）

政策名 07

所管課係名

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋②

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円）

子どもがのびのび心豊かに育つまち 施策番号・名 就労している保護者への子育て支援 基本事業番号・名 07-01 認可保育所の運営

人件費
（理論値）

トータル
コスト

改革・改善の余地
（目的妥当性･効率性･有効性･公平性から）

改革・改善の余地を踏まえた
平成23年度以降に向けた事務事業の方向性

（所管課長記入欄）事務事業名
指標 指標 指標

事務事業
番号

事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）

事業費
（実績額）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

16,404 16,235 98.09

（ 人 ） （ 件 ） （ ％ ） ■ あり □ なし 現状維持

平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

16,872 16,443 98.07

（ 人 ） （ 件 ） （ ％ ）

平成19年度 平成19年度 平成19年度 平成19年度 平成19年度 平成19年度

16,879 16,452 98.25

（ 人 ） （ 件 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

9,564 17 100

（ 人 ） （ 園 ） （ ％ ） ■　 あり □ なし 現状維持

平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

9,302 16 100

（ 人 ） （ 園 ） （ ％ ）

平成19年度 平成19年度 平成19年度 平成19年度 平成19年度 平成19年度

9,143 16 100

（ 人 ） （ 園 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

96 1 88

（ 人 ） （ 件 ） （ 人 ） ■　 あり □ なし 廃止(完了･統合含む)

平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

（ 人 ） （ 件 ） （ 人 ）

平成19年度 平成19年度 平成19年度 平成19年度 平成19年度 平成19年度

（ 人 ） （ 件 ） （ 人 ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

1 1 1

（ 法 人 ） （ 件 ） （ 件 ） ■　 あり □ なし 廃止(完了･統合含む)

平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

（ 法 人 ） （ 件 ） （ 件 ）

平成19年度 平成19年度 平成19年度 平成19年度 平成19年度 平成19年度

（ 法 人 ） （ 件 ） （ 件 ）

0

意図 適正な保育環境を整備する
0

委託業務の完了報
告件数

保育課　渋谷千春

上の原さくら保育園開
設準備委託事務

手段 開設準備業務を委託する

改善の余地 23年度以降に向けた方向性

平成22年4月1日から円滑な保育園運営を行
うために、社会福祉法人ユーカリ福祉会に開
設準備業務を委託した。内容は、①保育室の
環境整備と維持管理を中心とする各種準備業
務、②上の原保育園1歳児クラスを中心とす
る転所予定児童の状況や発達過程を把握する
ための保育観察、③入所予定児と保護者への
面接・面談の実施などである。

　平成22年3月31日をもって完了している。

選択項目 説明（選択理由） 選択項目 説明（選択理由）

4,000 252 4,252
22年度以降に向けた方向性 所管課長名：

07-01-09

保育課
保育係

対象
公設民営保育園の管理運営委託を予定し
ている法人数

管理運営委託予定
の法人

開設準備委託件数

0

意図 適正な環境で保育される
0

新規開設により拡
大する受け入れ枠

保育課　渋谷千春

上の原さくら保育園建
設工事等事務

手段 公設民営保育園施設を建設する

改善の余地 23年度以降に向けた方向性

上の原さくら保育園施設は、地域子ども家
庭支援センター上の原との合築施設として、
平成21年7月に建設工事に着工、22年2月に竣
工した。建物は軽量鉄骨造2階建て、建築面
積 910.69㎡、延べ床面積 1360.80㎡のうち
1156.68㎡を保育所として使用する。土地は
3045.37㎡を独立行政法人都市再生機構より
賃貸し、屋外遊技場面積は750㎡となってい
る。

平成22年2月竣工。
22年度以降、受託法人と管理運営に関する委託
契約を締結し、施設・設備・備品等の管理保全
を行わせる。管理に当たっては、施設及び附属
設備の管理保全に関する要領並びに物品取扱要
領により取り扱う。

選択項目 説明（選択理由） 選択項目 説明（選択理由）

308,585 2,523 311,108
22年度以降に向けた方向性 所管課長名：

07-01-08

保育課
保育係

対象 保育に欠ける児童

年度当初の待機児
童数

新規開設保育園の
建設工事件数

1,173,353

意図 適正な環境で保育される
1,143,413 9,821 1,153,234

保育指針の達成度
（心身ともに健や
かに育っていると
考えている保護者
／保護者）

保育課　渋谷千春

私立保育園
運営支援事業

手段

毎月、保育園からの請求により保育運営費を支
出する。地域区分、児童年齢、各園の定員数な
ど国基準の単価が細かく定められており、児童
数、職員数に応じた金額を支払う。それ以外に
都が独自に定めた各種保育サービスに対する補
助、市単独の補助もある。

改善の余地 23年度以降に向けた方向性

国や都の負担金、補助金に併せて、市独自
の補助金を交付している。
国で議論されている保育制度の見直しの方向
性を踏まえ、運営費・補助金の交付基準につ
いても見直していく必要がある。

22年度には管内に公設民営園と私立園が各１
園ずつ開設しており、本事業の対象数と経費は
増加する見込みである。23年度以降、新たな保
育園開設は26年度のみなみ保育園移転新設まで
予定されていないが、この間についても待機児
童数解消のため、既存の私立保育園の受け入れ
枠拡大（増改築、分園の設置など）を進める必
要がある。

1,163,505 9,848

選択項目 説明（選択理由） 選択項目 説明（選択理由）

1,174,155 6,056 1,180,211
22年度以降に向けた方向性 現状維持 所管課長名：

07-01-07

保育課
保育係

対象 保育園に入所している児童とその保護者

管外受託児童を除
いた私立5園、公
設民営2園の入所
児童数＋管外委託
児童数

保育所運営費を交
付している保育園
数

2,002

意図
適正な手続きによって通知され、保護者
により納入される。 507 1,479 1,986

現年度徴収率

保育課　渋谷千春

保育料徴収事務

手段

利用者から提出された税資料(所得税
額・市民税額）を基に階層を認定する。
市保育料徴収基準額により保育料(月
額）を算定し、決定通知書を発送する。

改善の余地 23年度以降に向けた方向性

保育料徴収・滞納整理の年間計画に基づ
き、現年度の収納率向上を図るために口座振
替の普及、督促状、催告状の送付、電話督
促、園長を通じての納付依頼を行った。年度
後半から財務部納税課の協力を仰ぎ、財産差
し押さえを実施した。また、離婚などで保護
者名が変更した場合を想定して、22年度より
扶養義務者（納付義務者）を夫婦連名に改善
し、処理システムも変更した。

保育所入所申請の機会に、全ての保護者に保
育料納付意識を持ってもらうために、保育所の
運営にかかる財源について丁寧に説明し、納付
を促していく。滞納整理については、通知や電
話での督促を効果的に実施するとともに、納付
できない場合には相談の機会を持つよう働きか
け、最終手段として財産調査による差し押さえ
を実施していく。

519 1,483

選択項目 説明（選択理由） 選択項目 説明（選択理由）

498 1,514 2,012
22年度以降に向けた方向性 現状維持 所管課長名：

07-01-06

保育課
管理係

対象 認可保育園保育料

保育料賦課人数
(現年：年間延数
→Ｂ2.C.D階層）

年間納入件数（現
年・過年度）

東久留米市


